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要点 

 本提案は、投資者によって関連会社または共同支配企業に売却または拠

出された資産に関する会計処理を明確にすることを意図している。事業を

含んだ取引に関しては、利得または損失の全額認識を要求している。その

一方で、資産の売却または拠出の場合は、一部の消去を要求している。 

 本提案は、本修正の発効日から、将来に向かって適用される。 

 本 ED のコメント期間は、2013 年 4 月 23 日までである。 

 

はじめに 

国際会計基準審議会（IASB）は、投資者とその関連会社または共同支配企業

の間での資産の売却または拠出について明確にするために、公開草案 ED／

2012／6「投資者とその関連会社または共同支配企業の間での資産の売却ま

たは拠出（IFRS 第 10 号および IAS 第 28 号の修正案）」（以下、「ED」という）

を公表した。 

本提案は、「子会社に対する支配の喪失の会計処理」と、「関連会社または共

同支配企業への非貨幣性資産の拠出から生じた利得または損失の認識の限

定」についての会計処理に関する、IFRS 第 10 号「連結財務諸表」と IAS 第 28
号「関連会社および共同支配企業に対する投資」（2011 年）の間での不整合

の解消を意図している。IAS 第 28 号（2011 年）は、関連会社または共同支配

企業への非貨幣性資産の拠出から生じた利得または損失の認識を、当該関

連会社または共同支配企業に対する関連のない投資者の持分の範囲のみに

限定している。しかし、IFRS 第 10 号では、子会社に対する支配の喪失時に、

残存持分に対する未実現利益または損失を含め、利得および損失の全額を

認識することを要求している。  
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見解 

本 ED は、IFRS 第 10 号と IAS 第 28 号（2011 年）との間の不整合を解消するため、両基準の修正を提案している。

IASB は、共同支配企業または関連会社に拠出された子会社に対する支配の喪失に係る取扱いに関して、IAS 第 27 号

「連結および個別財務諸表」（2008 年）と SIC 第 13 号「共同支配企業－共同支配投資企業による非貨幣性資産の拠

出」との間に存在している同じ不整合についても認識した。しかし、修正案が発効する前に両基準が差替えまたは廃止

されるので、IASB は当該基準書の修正を提案していない。 

 

提案内容 

本 ED は、（IFRS 第 3 号で定義される）事業を構成する「関連会社または共同支配企業に売却または拠出されたすべて

の非貨幣性資産」に関して、投資者は利得または損失を全額認識するという IFRS 第 10 号の既存の原則に準拠すること

を提案している。一方で、事業の定義を満たしていない、売却または拠出された資産に関する利得または損失は、当該

関連会社または共同支配企業に対する関連のない投資者の持分の範囲内でのみ認識される（すなわち、売却または拠

出した資産に関する利得または損失に対する投資者の持分は相殺される）。これは、IAS 第 28 号（2011 年改訂）に準拠

した会計処理である。 

見解 

IASB および IFRS 解釈指針委員会は、本提案をドラフトする際に、IFRS 第 3 号の開発時に使用した概念的基礎を適用

した。特に、支配の獲得または喪失は、投資に関する性質や会計処理の変更をもたらし、再評価および利得または損失

の認識を引き起こす重要な事象であると考えられている。 

事業の定義を満たしていない、したがって、IASB の企業結合プロジェクトに含まれない「売却または拠出された資産」に

ついては、IASB および解釈指針委員会は、投資者と関連会社または共同支配企業との間の取引について利得または

損失を部分的に認識するという、IAS 第 28 号（2011 年）の現行の要求事項を適用すべきであると結論付けている。 

 

本 ED は、当該売却または拠出が資産に相当するのか、事業に相当するのかを決定する際に、当該売却または拠出が

単一の取引として会計処理すべき複数の取決めの一部であるかどうかを考慮すべきである旨も明示している。当該決定

の際には、企業は IFRS 第 10 号 B87 項の要求事項を検討すべきである。 

見解 

上述の提案は、「売却または拠出された資産」が事業を構成しているかどうかの決定について重きを置いている。これ

は、過去に IFRS 解釈指針委員会により実務上の論点として指摘された分野である。その結果、委員会は、当該論点に

関するアウトリーチ活動を実施している。当該アウトリーチの結果については、3 月の委員会の会議で議論される予定で

ある。 
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発効日およびコメント期間 

本 ED は、発効日を規定していない。IASB は、ED について受領するコメントを検討した後に、発効日を決定する予定で

ある。 

最終化されれば、本提案は将来に向かって適用される。 

本 ED のコメント期限は、2013 年 4 月 23 日である。 
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